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１ はじめに
ＮＨＫ ｢無縁社会プロジェクト｣ は､ 行政機関によって処理される ｢誰にも引き取られない遺体｣
の存在を明らかし､ 年間３万２千人の ｢無縁死｣ を伝えた｡ この無縁死の背景には単身世帯の増加





のか)､ ②その費用について誰が責任を負うのか､ ③その葬式費用 (葬儀・埋葬に要される費用)
の範囲はどこまでなのかといった事柄については､ これまであまり問題視されてこなかった｡
行旅病人及行旅死亡人取扱法では､ 無縁死した者の ｢取扱費用｣ はその人の相続財産 (遺留品)
から支弁されるとし､ これが不足する場合には､ 相続人の負担とし､ さらに相続人から弁償を得ら
れないときには､ 扶養義務者の負担となると規定している (条)｡
ところで､ 民法上､ 誰が埋葬義務を負い､ 葬式費用を負担するかという規定はないが
(２)
､ 民法
条が葬式費用の先取特権について規定している｡ 元来､ 債権は､ 物権とは異なり､ 排他性も優失的
効力もないのであるが､ ある一定の目的から法律の定めた特殊な債権を有する者が債務者の財産か
ら優先弁済を受けることができるとしたのが先取特権である｡ 葬式費用の先取特権は､ 一般の先取






号頁) が出された｡ この平成年決定をもとに､ 条がどのように解釈されるべきなのか
を考察する｡ 特に､ なぜ葬式費用が先取特権の対象とされたのか､ その存在義について検討すると
ともに､ 葬式費用に関する学説､ 裁判例を通じて､ 上記①から③の問題について考察を加える (な































支払ったとを問わないから､ 葬儀社のみならず､ 葬儀社に費用を立替払した者も､ 債権者としてこ




Ｘは､ 亡Ａを扶養する義務などないから､ 葬儀を行う義務はなく､ 他人 (亡Ａ) のために葬儀を
行い､ その費用を負担したのであるから､ 事務管理による費用償還請求権を類推して､ 亡Ａに対し､
有益費償還請求権を取得しているとして､ これを被担保債権として､ 亡Ａの総財産につき葬式費用
の先取特権が成立しているとの主張を追加した｡
これに対して､ 裁判所は､ ｢条１項の 『債務者』 とは死者自身を指すものと解されているとこ
ろ､ 葬式費用の債権者は､ 本来的には葬儀社であって､ ｢債務者｣ の総財産である遺産の上に相当






その喪主自身のために､ 死者の総財産に先取特権が成立するとは解し得ない｣ として､ Ｘの抗告を
棄却した｡
平成年決定は､ これまで裁判例としては､ ほとんど語られることのなかった､ ①条の存在
意義について､ ②同条の債権者・債務者の定義について､ さらに③葬式費用の代位弁済による求償
の可能性を明らかにしたという点で､ 意義があるものと考えられる｡
①については､ 立法者趣旨として､ 条の存在意義を ｢善良の風俗ないし国民道徳の要求｣ か
ら位置づけているが､ これは､ 後述するように､ 必ずしも立法者が意図していたものとは合致して





③の点について､ 裁判所は葬式費用の ｢葬儀社に費用を立替払した者｣ による代位弁済による求償
を認め､ 一方､ ｢喪主として葬儀社と葬儀に関する契約をした者｣ については､ 求償は認められな
いとしたのであるが､ 葬式費用を支払う第三者が ｢喪主｣ であった場合とそうでない場合とで求償
の有無を決することに問題はないのであろうか (この点については､ 後述するアメリカの判例の基




条の ｢葬式費用｣ とはどの範囲を指すのであろうか｡ 葬式費用とは､ その社会その時代にお
いて相当と考えられる儀式を行なつて死者を埋葬するのに直接に必要な費用であるとされるが､ 費
用負担との関係で､ 具体的にどの範囲までが葬式費用と認められるのかが問題となる｡ その範囲に
ついては見解が分かれている｡ また､ そもそも ｢葬式｣ とは何かということも､ 宗教や宗派によっ
ても異なり､ さらには近年の個人の価値観が多様化のなかで､ 葬式のあり方も変化してきており､
一括りに葬式の範囲を定めることは難しいといえるが､ ここでは､ 従来の仏式による葬式を念頭に､









ものと､ 他の業者に直接支払うものがあるとされている｡ たとえば､ 飲食接待費､ 返礼品､ 霊柩車・
寝台車､ 火葬料金､ 寺院へのお布施などは後者に属する｡ また､ 葬儀業者に支払う費用についても




物､ 焼香用具等)､ 式場設備などが含まれ､ 棺､ 骨壷､ 納棺用品､ 会葬礼状などは､ 通常､ 基本施
行費には含まれていない｡
また､ この葬式費用については死者の ｢身分相応｣ でなければならず､ この範囲を越えた部分に
ついては葬式費用に含まれないことになる｡ この身分相応とは､ 死者の社会的地位・財産状態・地
方慣習等を斟酌して定められるとされる｡ 通常､ 葬式・埋葬に必要とされる費用については葬式費

















この点に関しては､ 裁判例も分かれており､ 葬式費用に含めるものとしては､ 事例⑧､ ⑩､ ⑰､
､ ､ がある｡ たとえば､ 事例では､ 相続財産から墓石および仏壇に支出した部分について､
｢身分不相応でない限り当然に相続人らがその相続分に従って各自負担すべき性質のものであるか
ら､ そのうちの一人たる申立人が相続財産からこれを支弁したことは結局､ 相続財産の当該部分に
つき､ 別途分割をしたのと異なるところはない｣ として､ 相続人の負担すべきものとした｡ 一方､














この条１項の ｢債務者｣ とは､ 通説によれば死者自身であると解されており､ 平成年判決






を目的とした｡ したがって､ 条１項の先取特権は､ ｢死者の財産｣ について存在することになる｡






判決もこの見解を踏襲したものと思われる)｡ したがって､ 想定される債権者とは､ ① ｢債務者の
ために直接葬式の費用を支出した者｣ か､ ② ｢自ら葬式に必要な物品又は労力を提供した者｣ ある
いは③ ｢他人をして物品又は労力を提供してその費用を支払った者｣ のいずれかとなる｡ ②､ ③に
ついては､ 葬儀業者が想定されるのであろうが､ 問題は､ ①の解釈である｡ 死者である債務者は､
自ら葬儀業者に対して支払はできないわけであり､ 平成年判決でも､ Ｘは葬式の費用を支出して
いる点で､ ｢債務者のために直接葬式の費用を支出した者｣ に該当するのではなかろうか｡ この点
について､ 平成年判決は､ Ｘは､ 自ら喪主として葬儀社との間で亡Ａの葬式に関する契約を締結
して､ その費用につき自己の債務 (｢喪主自身のために｣) として費用を支払った者であるとする｡
この ｢喪主自身のために｣ 葬式を出すということはどういう状況を指すのであろうか｡ わが国に
おいては､ 会社､ 学校､ 政党などの団体が主宰する､ いわゆる ｢団体葬｣ のような葬儀形式もあり､
通常､ その主宰者が葬式費用を負担していると考えられる｡ 平成年判決では､ ＸとＡとの関係が
明らかではないので､ このような団体葬であったかどうか不明であるが､ それ以外に第三者による
｢喪主自身のため｣ の葬式は考えられるのであろうか｡ 事例のように､ 相続人に葬儀をする意思
がないような場合､ 相続人以外の親族もしくは第三者が葬式を行わざるを得ないような状況も考え
られる｡ このような場合にも､ その第三者は､ ｢喪主自身のために｣ 葬式をしたということになる
のであろうか｡ また､ 多くの場合､ 死亡した者の相続人の一人が喪主となり､ 葬儀業者との間で葬
儀から埋葬への取決めを行うことになる｡ この場合も､ 平成年判決によれば､ ｢喪主自身のため
に｣ 葬式を主宰しているのであるから､ 喪主としてその費用を負担することになるのであろうか｡
相続人が喪主の場合は相続財産から捻出したり､ 他の相続人と葬式費用の分担をするなどして､ こ
れまではさほど問題となることはなかったと考えられる｡ しかし､ 平成年判決では､ ほとんどす
べての葬式が ｢喪主自身のため｣ の葬式に該当することになる｡
この ｢喪主自身のため｣ の葬式の場合､ 債務者が死者ではなく､ その契約者が債務者となるわけ
で､ 債権者である葬儀業者は､ その契約者に対して先取特権を有するということになるのであろう




｡ しかし､ 多くの場合､ 死亡した者自身が
自己の葬儀の契約者となることはなく､ 他の者 (親族) が代わって､ 葬儀業者との間で葬儀・埋葬
について契約を結んでいる｡ 通常､ 相続人が喪主である場合､ 特に妻が喪主となっている場合など
は､ 夫の預金から葬式費用が捻出される場合もあるが､ 喪主自身が負担すべきとなると､ このよう
な慣行も認められないことになる
()
｡ 一方､ 葬儀業者においても､ 平成年判決では､ ｢喪主が契約










判決は､ ｢その立法趣旨は､ 葬式が善良の風俗ないし国民道徳の要求するところであり､ 死者の社
会的経済的地位にふさわしい葬式は､ 死者の人間性をも尊重するゆえんであると考えられるところ
から､ 葬式費用に関する債権を保護することによって､ 葬式を執り行うことを容易にするところに
あると考えられる｣ として､ 善良の風俗と国民の道徳をその根拠に挙げている｡ 一方､ 平成年判





















この条の修正趣旨について､ まず､ 穂積陳重起草委員から次のような説明がなされた｡ 第１
に､ ｢同居の親族｣ 以外にも同居しない ｢扶養義務のある｣ 親族の葬式の必要性があることから､
｢その扶養すべき親族｣ という文言を付け加えたこと､ そして､ 第２に､ ｢葬式に連続したる出費｣





















｢債務者｣ とは誰かという質疑に対し､ 起草者である穂積委員は､ １項の債務者は ｢死んだ人｣
であると答えており､ この場合､ 戸主が死亡した場合を想定していたようである｡ ２項の債務者に
ついても､ 同居の親族が死亡した場合に戸主がその埋葬をしてやるとして､ 債務者としては戸主が
想定されていた｡ そのため､ 磯部委員からは､ なぜ､ ｢債務者｣ という文言を用いているのか､ ｢戸
主｣ と明記すべきではないのか､ ｢大変後に嫌いがある｣ として ｢債務者｣ という文言が不明確で






債務者とは､ 死者 (＝戸主) を想定していたのであるが､ その費用負担については､ 相続財産から
またその相続人も葬式費用の負担者となることが前提とされていた｡ すなわち､ ｢家｣ 制度のもと
では､ 戸主を承継する家督相続人が戸主の葬式・埋葬を担い､ さらに相続財産を単独で取得するた
め､ 戸主とその相続人が一体として捉えられていた｡ その意味では､ 葬式費用の求償問題は生じな
いことになる｡
ところが､ この第１項は別の意義を有していた｡ 死亡した同居の親族に財産がある場合､ 戸主に
は求償権があるという説明に対して､ それは何を根拠にしてかという質問が土方委員からなされ､
これに対して､ 梅委員が ｢死んだ親族が財産をもっていればそれだけの財産については条の債
務者になる｣ として､ 親族に財産がある場合には､ 条１項の債務者に該当するとし､ この場合､
葬儀業者から直接に葬儀の費用を立て替えてもらった場合でも､ 親類の人が立て替えた場合でも､
｢条は最も広く書いてありますから､ １項によって求償の先取特権があるので財産のある限りは




)｡ すなわち､ 条１項の債務者とは､ 先取
特権の相手方となる債務者 (＝死者) を意味し､ その死者の有する財産が先取特権の目的物となる｡
その結果､ 葬式費用を支出した者は､ 債権者としてその財産に対する求償権を有し､ 他の債権者か
ら優先弁済を受けることができると解されていたのである｡
















されていたといえる｡ まず１つ目が戸主が死亡した場合で､ この場合､ ｢家｣ 制度のもと､ 次の家
督相続人が戸主を承継するので､ 誰が埋葬するのかといった埋葬義務や費用負担の問題は観念され
ていない｡ そして､ 第２は､ 扶養義務者が亡くなる場合で､ この場合も扶養義務の一環として､ 当






そして､ 第３の類型が､ 扶養義務のない親族の埋葬であり､ この場合には､ 費用負担者の求償権
を確保する必要が生じることになる｡ そこで､ 条２項は､ 生活能力のない (葬式費用の支払能
力のない) 親族のために､ 戸主が葬式費用を負担するように要請していたのであり､ そのため､ 戸
主である親族が ｢債務者｣ とされたのであった｡ したがって､ 戸主が ｢支払い能力のない｣ 同居親
族に代わって債務者として支払うことが想定されているので､ ２項では､ 求償権の問題は観念され
ない｡ しかし､ 同居の親族が財産を有して死亡する場合には､ 戸主はまずその者の財産から葬式費
用を支払うこともできるし､ 戸主が立て替え払いをした場合には､ １項が適用され､ その死亡した
同居親族が ｢債務者｣ として､ その債務者の財産から費用の求償ができるというように考えられて






｢債務者｣ と平成年決定が考える ｢債務者｣ とは異なってくる｡ 起草者においては､ 公衆衛生の








説､ 相続人負担説､ 相続財産負担説､ 慣習・条理説､ 松倉説の５つに分類されてきている｡ その中






喪主負担説は､ 葬式費用は､ 特段の事情がない限り､ 葬式を準備し､ 手配等して挙行した喪主
(実質的な葬式主宰者) が負担すると解する
()
｡ たとえば､ 泉教授は､ ①祭祀財産の承継を相続から





喪主負担説を採る裁判例は､ 事例､ ､ ､ である｡
東京地判昭和年１月日家月巻８号	頁
被相続人Ａには相続人として後妻のＹ１､ 養子Ｙ２ (Ｙ１の子どもでＡが養子とした) の他､ 先妻
との間の子どもＹ３がいる｡ Ａの兄であるＸがＡの葬儀費用を立て替えたとして､ Ｘは､ ①葬式費
用は､ 民法
条の相続財産に関する費用に該当するから､ 相続人であるＹらが法定相続分に従い




引くことを認めていること等を根拠に､ Ｙらを相手方として葬儀に要した費用 (	万,円) の
支払いを求めた｡




続財産についてすべき管理､ 処分行為に当たるとみることはできない｣ として､ 葬式費用が相続財
産に関する費用であると解することはできないとした｡
②について､ ｢民法条３号､ 条１項は､ 債務者の身分に応じてした葬式の費用については､
その総財産の上に先取特権が存在する旨規定しているが､ これは､ 貧者にも､ 死者の身分相応の葬
式を営ましめようとの社会政策的な配慮から､ 身分相応の葬式費用については､ その限度で､ 相続
財産 (遺産) が担保になる旨規定しているにすぎないと解すべきであって､ これをもって､ 葬式費
用が相続財産に関する費用であると解することも､ まして､ 葬式費用の負担者が相続人であると解
することもできない｡ しかも､ 仮に､ この規定を右のように解するとすれば､ 身分相応の程度を超
えた葬式費用については､ 規定していないこととなるから､ この部分の費用を結局誰れが負担する
かについては､ また別個に根拠を求めざるを得ないし､ たまたま､ 相続財産が充分に存在する場合




いときは､ 右のように解するときは､ かえつて､ 債権者に不測の損害を蒙むらせることとなり相当
でない｡ また､ 葬式費用を身分に相応した部分とそうでない部分とに区別して､ その負担者を別異
に取扱うこととなるのも当を得ない｣｡
③について ｢相続税条１項２号は､ 相続財産の価額から被相続人に係る葬式費用を控除した価
額につき､ 相続税が課税される旨規定している｡ しかし､ 右は､ 葬式費用のうち､ 相続人の負担に
属する葬式費用につき､ 控除する旨規定していることが明らかであつて､ 葬式費用を負担しない場
合でも､ 相続財産の価額から葬式費用が当然に控除される旨規定しているものではない｡ したがつ
て､ この規定をもつて､ 葬式費用が相続財産に関する費用であり､ 相続人が負担するものであると
解する根拠とすることはできない｣ とする一方で､ 労働基準法条 (国家公務員共済組合法条１
項､ ２項) が使用者が葬祭を行う者に対して､ 所定の葬祭料を支払わなければならないと規定して
いるとして､ 当然に､ 相続人が葬祭ないし埋葬を行い､ これの支払を受けることを前提としていな
い点は斟酌すべきとしている｡
結局のところ､ 裁判所は､ ｢相続人であるという理由のみで､ 葬式費用は､ 当然に､ 相続人が負
担すべきであると解することはできない｣ として上で､ ｢葬式費用は､ 特段の事情がない限り､ 葬
式を実施した者が負担すると解するのが相当であるというべきである｣ とした｡ この ｢葬式を実施
した者とは､ 葬式を主宰した者､ すなわち､ 一般的には､ 喪主を指すというべきであるが､ 単に､
遺族等の意向を受けて､ 喪主の席に座っただけの形式的なそれではなく､ 自己の責任と計算におい
て､ 葬式を準備し､ 手配等して挙行した実質的な葬式主宰者を指すというのが自然であり､ 一般の
社会観念にも合致するというべきである｡ したがつて､ 喪主が右のような形式的なものにすぎない
場合は､ 実質的な葬式主宰者が自己の債務として､ 葬式費用を負担するというべきである｡ すなわ
ち､ 葬式の主宰者として､ 葬式を実施する場合､ 葬儀社等に対し､ 葬式に関する諸手続を依頼し､
これに要する費用を交渉・決定し､ かつ､ これを負担する意思を表示するのは､ 右主宰者だからで
ある｡ そうすると､ 特別の事情がない限り､ 主宰者が自らその債務を葬儀社等に対し､ 負担したも
のというべきであって､ 葬儀社等との間に､ 何らの債務負担行為をしていない者が特段の事情もな
く､ これを負担すると解することは､ 相当ではない｡ したがつて､ 葬式主宰者と他の者との間に､
特別の合意があるとか､ 葬式主宰者が義務なくして他の者のために葬式を行った等の特段の事情が
ある場合は格別､ そうでない限り､ 葬儀社等に対して､ 債務を負担した者が葬式費用を自らの債務
として負担すべきこととなる｣｡
そして､ 本件においては､ Ａの葬儀においてＹ３が喪主とされたのは､ Ｘを含むその親族 (亡Ａ
の父母ら) の意向によってであって､ 相続人であるＹらの意向を諮つたうえ､ これを汲んでされた
ものではなく､ まして､ Ｘらが亡Ａの妻であるＹ１､ Ｙ２らを喪主とすることが妥当でないと判断し
て､ 亡Ａとは長期間別居し､ 社会的経験にも乏しいＹ３を喪主としたものであつて､ しかも､ 実際
は､ 原告らにおいて､ 本件葬式の段取り､ 準備､ 火葬場の手配等を行い､ かつ､ 香典を管理し､ 香
典返しをし､ 参列者への飲食等の準備などもしたものであり､ 本件葬式は､ Ｘらが相続人である被
告らを排除して､ その責任において､ 取りしきり､ 挙行したものであることが明らかであるから､




本件葬式に関する香典を受領し､ かつ､ これを葬式費用の一部に充てるなどしたうえ､ 香典返しを
行ったことは､ 本件葬式が原告らの責任において主宰されたものであるということができるとして
Ｘにおいて葬儀費用を負担すべきと判示した｡
本件では､ 条が適用されない根拠として､ ｢身分相応｣ の判断が難しいことを理由に挙げてい






を求めた｡ これに対して､ Ｙは､ 昭和年にＡの家を出て以降､ Ａとは没交渉であり､ Ａから贈与
を受けた不動産についても返還しており､ 事実上の離縁が成立していると主張｡
葬儀費用を誰が負担すべきかという問題について､ 裁判所は ｢一般的に確立された社会通念や法
的見解は未だない｣ とした上で､ ①通常､ 葬儀の主宰者＝喪主 (喪主が形式的なものにすぎない場
合は､ 実質的な葬儀の主宰者) が負担する例が多いこと､ ②労働基準法条､ 国家公務員災害補償
法条が､ ｢葬祭を行う者に対して｣､ それぞれ葬祭料を支払っていること､ ③香典も､ 喪主が取得





い｣ として､ 必ずしも相続人が葬式費用を負担するわけではないとして､ 喪主が負担すべきとする｡
また､ 本件では､ 被相続人が亡くなるまでの
年間､ 養子との間は没交渉で葬儀にも参列しなかっ
たこと､ 養子が家を出る際に､ 一切無関係との約束をする代わりに､ 被相続人から贈与を受けた不
動産を返還している事実なども考慮されている｡
本件では､ Ａに遺産があるかどうか不明であるが､ Ｙ夫婦は事実上離縁しているとはいえ､ 法的
には養子である以上､ 相続放棄しない限り､ 相続人である以上､ 相続人間での不均衡が生じること
にはなるまいか｡ 葬式費用の負担を同居の親族のみに課すということになると､ 被相続人と疎遠で
ある相続人であればそれだけ費用負担を免れることになるのではなかろうか｡ この問題は､ ｢法と
















るべきではなく､ 葬儀を自己の責任と計算において手配等して挙行した者 (原則として喪主) の負
担となると解すべきところ､ Ａの葬儀を主催した者は､ Ｙ１であるから､ Ｘには当該葬儀費用を負
担すべき法律上の義務はない｣ として､ 葬儀費用はＹ１の負担で行うべきとの判断を行った｡
もっとも､ Ｙ１が受け取った ｢保険金請求権は､ そもそも保険契約に基づき保険金受取人の固有
財産として発生した財産権であるから民法条の特別受益とは性質を異にするものであるが､ 共
同相続人間の実質的公平という観点から原則として同条の特別受益に準じて扱うべきものであると





公表された裁判例のなかで､ 唯一共同相続人間において ｢喪主負担説｣ を適用したのが､ 事例
である｡ 本件では､ Ａに相当の遺産があり､ また生命保険金による充当で高額の葬儀費用 (万
円) が賄われたが､ 喪主となる妻が専業主婦でそれほどの資産を有していない場合に､ 喪主負担説
では､ 相続財産からの支払を認めないため､ 被相続人である夫名義の銀行預金からの支払ができな
くなり､ 葬儀業者への支払ができないという事態が生まれることになる｡ さらに､ 喪主負担説では､
債務者はあくまで喪主 (妻) ということになり､ 条の先取特権が成立しないため､ 葬儀業者は
相続財産からの支払も見込めないことになる｡ このような結果は､ 明らかに条の立法趣旨とは
かけ離れたものと言える｡ もっとも､ 本判決は､ 喪主負担説とは言いながらも､ 遺産分割の場 (審





























えることになる｡ 前者の立場に立つ判例としては､ 事例①､ ⑦､ ⑭､ ⑱､ ⑳があり､ 後者の立場に
立つ判例としては､ 事例⑧､ ⑫がある｡
たとえば､ 事例①は､ ｢被相続人の負債､ 病気治療費､ 葬儀費用は､ 法律上､ 法定相続分に応じ




に対して､ 後者では､ 遺産分割手続において相続財産から葬式費用が控除されて､ 寄与分や特別受
益なども含めて具体的な相続分が確定されていくことになる｡ 結果的に､ 相続人の負担割合は同じ
となるかもしれないが､ 葬式費用を負担した相続人からすれば､ 前者においては､ 遺産分割手続と











｡ また､ 相続人負担説では､ 相続人全員が葬式費用を負担することになるわ
けであるが､ 葬式に関する契約に一切関与していない相続人になぜ支払義務が発生するのか､ その


















本件では､ 被相続人の葬儀は､ 社葬として行われており､ 葬式の費用のうち葬儀社への支払分は
会社が負担し､ 寺への布施回向料､ 会葬者に対する挨拶状の印刷代､ 墓石の設置費用のほか､ 会葬










ないことになるし､ また相続人負担説でも同様の結論となろうか｡ もっとも､ 相続放棄がなされて
いる以上､ 妻は相続人ではないことになり､ 責任を負わないとする構成も可能となるが､ 相続人で
はない妻が勝手に預金の払い戻しをしたことになり､ 条の法定単純承認の問題が関係してくる
ことになる｡ 結局､ 相続財産からの葬式費用の捻出は相続のレベルとは離れて考える必要があるよ
うに思われる｡ また､ 誰れが責任を負うべきかという埋葬義務の問題は､ 相続放棄によって影響を
受けるものではなく､ 起草者が考えたように､ 究極的には､ 扶養義務との関係で捉えていく必要も
あろう｡
相続財産負担説を採ることの問題点としては､ 葬式費用は､ 被相続人の死亡後に生ずるため､ こ
のような費用を被相続人の債務としてどのように構成するのか (この問題は相続人負担説にも該当
する)､ また､ 条を根拠とする場合でも､ これは相続財産から生じる費用を想定しているため､
遺体を相続財産とみなすことはできないなど､ 理論的な問題は残っている｡ さらに､ 喪主が相続人
以外の第三者である場合にも､ 相続財産が葬式費用を負担することになるのかという問題 (喪主負







たとえば､ 石川利夫教授は､ ｢わが国では､ 葬式の仕様が多様で､ 費用負担 (者) について明確









慣習説は､ かつては､ 葬儀が地域の近隣の人々によって営まれた時代には､ そのような地域の慣
習というものも存在したであろうが､ 現代社会においてはそのような慣習というものはなかなか見
出すことができないのではないか｡ そのため､ ｢慣習に依拠すべきとする｣ 判決も､ 実際のところ
具体的な慣習の存在について言及するものはなく､ むしろ ｢慣習はない｣ として､ ｢共同相続人の
負担｣ もしくは ｢喪主の負担｣ とすべきなど他の法理に依拠する形となっている｡ 唯一慣習の存在
に言及するのは事例②であって､ ｢地方乃至親族間の慣習に従いしかも喪主自らの意思｣ によると
して､ 葬式費用は喪主の負担であると結論付けている (｢相続人の負担｣ としたものとしては､ 事




ことで ｢相続人の負担｣ か ｢喪主の負担｣ かに分かれているようである｡ ここでは､ 第三者が喪主
となっている事例②､ ､ について検討する (なお事例の事案については喪主負担説の箇所を
参照)
②甲府地判昭和年５月日下民集七巻五号頁
被相続人Ａは､ 昭和年８月日に勤務中に事故のために死亡した｡ Ａの相続人として､ Ａの妻
Ｙ､ その子Ｂがいる｡ Ａの死亡に伴い､ 国鉄から退職金万円､ 共済金を５万６千円がＹに対









とする根拠はない｣ として､ 相続人が負担すべきとの立場を否定した｡ その上で､ ｢亡Ａの葬式は
Ｙには全然諮ることなくＸが施主となって行つたもので､ 従て香典等も総てＸがこれを受けている
ことが認められる｣ として､ これは､ ｢地方乃至親族間の慣習に従いしかもＸ自らの意思に基いて
行われ｣ たものであるとして､ 不当利得による葬式費用の返還請求を認めなかった｡





あろうか｡ すなわち､ 本人はあくまでその地域や親族間の ｢しきたり｣ に従って喪主となっている
だけで､ いわゆる ｢形式的な｣ 喪主である場合も考えられ､ このような場合に費用負担者とするの
は適切とは言えないであろう｡ また､ その慣習そのものが､ ｢家｣ 制度との関係において､ 現代社
会において正当性を有するかどうかも疑わしい場合もある｡ むしろ本件では､ 喪主が､ 相続人を排
除し､ 香典の取得など独立した契約当事者として行動しているという側面が重要といえる｡





どもらＹに対して葬儀費用の求償を求めた事案で､ 相続人らは次のような主張を行った｡ (１) 葬
儀及び納骨などの諸費用は､ Ｘが任意に支払ったもので､ その費用について分担する義務はない｡
(２) そもそも､ 葬儀及び納骨などの諸費用は､ 喪主が一括して負担し､ 喪主の香典収入について
喪主以外の相続人はその配分を要求しないことが慣習として成り立っている｡ 喪主でない者が葬儀
及び納骨などの諸費用を負担する義務はない｡ (３) 祭祀の承継は､ 長子単独継承であるのが慣習
である｡ そして､ 葬儀は祭祀の一部であり､ 一般相続財産とは切り離して扱われる｡ 葬儀費用に不
足が生じても他の共同相続人に請求することはできず､ 香典が葬儀費用を上回った場合でも他の共
同相続人はその分割を請求できない｡ (４) Ｘは､ 祭祀承継者に無断で葬儀を行ったもので､ 葬儀
を行う権利を有していない｡ また､ ＸはＹらにＡの所在を明らかにせず､ Ａの死亡の事実について
もその葬儀終了後に知らせたもので､ 葬儀の連絡もしていない｡ したがって､ Ｘの行った葬儀は､
正当な葬儀ではなく､ 単なる催し物にすぎず､ Ｙらがその費用を負担する義務はない｡ (５) 葬儀
には､ 香典等の収入があるが､ Ｘはこれにふれず､ 支出部分のみを一方的に分担を求めるもので､
道義的にも､ Ｙらが葬儀及び納骨などの諸費用を分担すべき義務はない｡
これに対して､ 裁判所は､ Ｙらが ｢条理上､ Ａの葬儀費用等を分担すべき義務があるというべき
である｣ とした｡ しかし､ その一方で､ Ｙらが ｢Ａの葬儀及び納骨などの諸費用を分担する旨約し
たことはなく､ 葬儀にも出席していないことから｣､ Ｘが支払った葬儀及び納骨などの諸費用のう
ち､ Ａを弔うのに直接必要な儀式費用のみをＹらが相続分に応じて分担すべきものと解するのが相
当である｣ とした｡ 具体的には､ 死亡届文書代､ 葬儀社に葬儀代として支払った代金､ (会葬者等
の飲食代金や返礼の費用､ 籠盛､ 生花､ 放鳥の代金を除く)､ 火葬費用等､ 寺の坊主に対する法事
代､ 戒名代､ 車代等として支払った費用のうち読経､ 車代に相当する費用がＹらの負担部分である















また､ 先述したように ｢法と経済学｣ 的な視点からみると､ 葬儀不参加を負担控除の理由にする
ことは､ 葬儀への不関与を助長することにつながり､ 埋葬義務が回避されていく傾向を容認してい
くことになる｡
事例②､ ､ に共通している点は､ １つには､ 相続人以外の者が葬式を主宰しているという点､
第２に､ 相続人が葬儀に参加していないか､ 積極的に葬儀契約に関与していない点である｡ 結局､
第三者が喪主の場合､ 判例は､ 契約者である喪主に負担させる､ 喪主負担説を採っていたとみるこ
ともできる｡




者の決定にさいしては､ 左記順位によるべきであろう｡ すなわち､ ①被相続人の指定があれば最優
先で処理するのを原則とする､ ②相続人等関係者の合意のあるときは合意による､ ③意見不統一の
ときは､ より場合わけして検討する｣｡ そして､ この③の場合に､ ｢相当額の支出｣ であるかぎり､




アメリカとわが国とでは､ 宗教や文化､ さらには法体系も異なるため､ 葬式費用に関する問題を
単純に比較することはできないが､ 誰が埋葬義務を負い､ その費用を負担すべきかといった問題は､







































る｡ その際､ セレモニーとしての埋葬式が行われる場合もある｡ また､ 埋葬場所は､ 墓地以外



































｡ そのため､ 公共の利益として､ 遺体が遅滞なく礼節をもって埋葬されるこ
とが要請される｡ コモンローにおいては､ 遺体を埋葬する義務は､ 遺言執行者､ 生存配偶者､ 最近
親者､ 同一の屋根にいる者に順次課される
()
｡ コモンローにおいては､ 伝統的に ｢相続財産を有しな
い貧民が死亡した場合､ その遺体が横たわる建物の住人 () が､ 遺
体を運び､ 礼節をもって遺体を埋葬する義務がある
()
｣ とされる｡ 通常は､ 亡くなった人と一緒に暮















葬を怠る場合､ その義務は次の順位の者に課せられる｡ したがって､ 本件では､ 埋葬義務は賃借人
に課せられ､ 賃借人がいない場合には､ 土地の所有者に課せられる｡ 土地所有者である会社は､ そ
の費用を支払う必要がないと考えるのであれば､ その支出に対して求償することはできるが､ 埋葬
する義務は第１次的に会社に課せられるとして会社側の支払責任を認めた｡
また､ 反対に､ ｢同じ屋根｣ ルールのもと､ 埋葬義務が免除されるケースもある｡ 死亡した父親
の葬式費用を負担した相続人である子どもから他の兄弟に費用負担を求めた事案で､ 父親が死亡し
た時に同居していた娘には､ コモンローの ｢同じ屋根｣ ルールのもと､ 葬儀費用を負担する義務が





カリフォルニア州では､ 安全衛生法 () 条が､ 埋葬義務について規定
している｡
被相続人の遺体の処置､ 埋葬場所､ 埋葬状態､ 葬儀に供される物品・サービスを決定する権利は､ 被相続
人による指示がない限り､ 以下の順序で､ 遺体の合理的な措置費用を負担する人に付与されると規定し､ ①
ヘルスケア代理委任契約のもと､ 遺体措置の権利・義務を有する代理人､ 上記契約がない場合に､ ②無能力






















そして､ ｢通常､ 遺言執行者が埋葬の義務を負う｡ 遺言執行者は検認前に遺産を処分することはで
きないが､ 葬儀費用に関しては例外とされる｡ この義務から､ 法的責任が生じ､ その責任を基に､
法は､ 遺言執行者がいない場合や懈怠がある場合､ 専横的 () ではなく､ その事柄の必
要性から埋葬を命じ､ 費用を支払う者に対して黙示的な支払約束をしている｡ すなわち､ それは､
生活必需品を供給する父親の子どもに対する義務あるいは夫の妻に対する義務に類似している｡ 法
は､ その義務をもとに､ 父親や夫が怠ったことを履行する者に黙示的な支払い約束をしている｣｡
この判決が示すように､ 死者が埋葬されることはその人の権利である｡ そのため､ 埋葬について
は必ずしも埋葬義務者が行えない状況もあるため､ 広く埋葬義務者以外の者によって行われること
を確保する関係から､ 葬式費用が補填されることを保証することが法の目的であるといえる｡ した












らの求償を認めた｡ また､ 遺言執行者の承認の有無についても､ ｢葬儀費用は被相続人や遺言執行
者・遺産管理人の明示的にもしくは黙示的に表明する債務ではなく､ その債務の緊急性から必要と




















)  ! 条に依拠し､ 葬儀費用の支払は被相続人の債務ではなく､ 相続財産










できる｡ また､ 相続人が相続財産に対する債務を弁済すれば代位弁済が認められる｡ (同様に)､ 生
存配偶者である妻が､ 固有の財産から夫の債務を弁済する範囲で､ 夫の債権者の権利を代位行使す
ることができる｡ このことは葬儀費用についても何ら異なることはない｣ として､ 葬儀費用を支払っ
た者にはその優先弁済を受けることができるとされる｡
このようにアメリカ法では､ 葬式費用の相続財産からの求償が認められているのであるが､ わが








コモン・ローによって確立された､ 古い起源を有している｡ 確かに､ 葬儀費用は､ 被相続人の死亡
後に発生するのであるから､ 被相続人の債務とは言えないし､ また､ 遺産管理が開始する前に発生
するので､ 遺産管理費用とも言えない｡ その法的根拠を見出す難しさにもかかわらず､ それは遺産
管理人の契約とは別個に存在し､ その固有の必要性から､ 合理的な葬儀費用を支払う責任を遺産に
課している｣ として､ 葬式費用と遺産管理費用とは異なるものであるとする｡ さらに､ ｢我々の法
の精神は､ 葬式費用は被相続人の財産が (被相続人が有しているのであれば) 支払うべき負担
() であるという理論に基づいている｡ これは､ 制定法やコモンローとは別に､ クックによ
れば､ 『葬儀費用は､ 亡くなった人の地位や生活の質 () に従って､ いかなる債





言執行者) が指名され､ 相続財産の管理及び清算を行い､ 受遺者もしくは相続人に相続財産を配分









する｣ 必要があると言える｡ それ故､ 遺産管理費用よりも優先度の高い債権であると評価するので
ある｡





















では､ 夫が病院で死亡し､ 葬儀業者が自宅まで運び､ 葬儀を行い､
その費用を妻に請求したが､ 妻は夫が亡くなる前に既に家を出て､ 別の州で暮らしていたため､ 葬
儀費用の支払いを拒否した｡ 夫には財産がなかったが､ 裁判所は､ 妻の側に夫の葬儀費用を支払う
明白な合意や黙示約束を示す行動がない限り､ 遺体の措置を命じる制定法は､ コモンロー上､ 夫の
葬儀費用の責任を妻に課してはいないとした｡
(５) 相続財産が支払責任を負わない場合
平成年決定は､ 契約者責任法理 (喪主負担説) に基づき､ 喪主からの求償を認めなかったが､
これに対して､ アメリカ法では､ 原則として相続財産からの求償を認めながら､ 一定のケースにお




のである限り､ 相続財産から求償される｡ 人格承継者がいる場合には､ 	事件で示された
ように､ 黙示の支払約束によって､ 第三者には求償権が保証されている｡ しかし､ この第三者の支








したのでない限り､ 自発的支払者であり､ 相続財産から求償することはできないとされた｡ すなわ




































費用を支出した｡ しかし､ その後､ 遺言が不当威圧によるものと判断され､ 取り消された｡ 自ら葬
儀費用を支払った受遺者がその費用の弁済を求めたが､ ｢差し出がましい行為｣ について責任があ
ると判断され､ 葬儀費用を回復することはできないとされた｡








に負うのは､ 葬儀業者と契約した父親であり､ この場合､ 遺産からの拠出は第２次的なものである
と判示した｡
なお､ 相続人については､ 異なった取り扱いがなされ､ 原則として､ ｢自発的支払者｣ とはみな
されない｡ その理由としては､ ｢相続人は､ 相続財産について利害関係を有しており､ 遺産に対す




そして､ この自発的支払者ルールとは別に､ 夫婦間においては､ コモンローの伝統に由来する特
殊なルール ｢生活必需品 (
)｣ が存在する｡ すなわち､ 婚姻によって夫と妻は法律上一
人となり､ 妻の法律上の存在は夫に合体統合されると解されてきた｡ そのため､ 妻は財産法上無能
力者となり独自に債務を負うことはできず､ 食事や住まいといった生活必需品に対する法的責任を
夫が一手に引き受けることになる｡ そしてこのような責任を夫が果たさない場合､ 妻に対して生活
必需品を提供した第三者は､ その費用を夫に対して求償することができる｡ したがって､ このコモ
ンロー上の義務は､ 婚姻関係に由来し､ 夫のみが責任を負うことになる｡ 葬式費用についても ｢生
活必需品｣ (扶養義務) の延長線上にあるものと考えられており､ 夫が妻の葬儀費用を支出した場
合に､ 妻が契約条項もしくは遺言において自己の財産から支出するとの意思表示しない限り､ 夫は
その費用の求償ができないとされている｡ したがって､ コモンロー上､ 妻は､ 夫の葬儀費用に対し
て責任を負わないとされている
()









るように､ ｢家｣ 制度の下､ 伝統的に家の跡継ぎとされる者が､ その家族の埋葬を任ってきたため､
｢誰が死者を埋葬するかという問題は現れてこなかったといえる｣｡ ｢この家制度の崩壊とともに､
これまで埋葬の担い手であった戸主が消滅し､ 埋葬の担い手の問題が出てくることになる｡ しかし､















ることになる｡ そして､ この場合の契約上の責任は､ 契約締結者である相続人等が負うことになる
(ここまでは契約者責任法理 (喪主負担説) と同一の帰結論となる) が､ フランス法及びアメリカ
法においても､ それが相続財産の維持管理に必要とされる正当な費用であるならば､ ｢相続財産の
負担｣ として相続財産からの求償が可能となるのである｡ 但し､ 厳密に言えば､ 葬式費用について
は､ ｢相続財産｣ から生ずる費用ではないが､ これまで述べてきたように､ 公衆衛生あるいは死者




う文言上､ 埋葬費用を組み込むことには難点があるが)､ アメリカ法のように､ 葬式費用は､ 条
によって独自に､ 相続財産の管理費用とは別に相続財産に対する ｢負担｣ として優先順位が付与さ
れていると構成することもできるのではないか｡ すなわち､ これまでの立法者意思からすれば､ 葬




のは､ 第三者が費用負担をした場合である｡ この場合も､ 原則､ 求償は可能なのであるが､ 団体葬
の場合や喪主が相続人を排除して葬式を主宰するなど専ら葬儀契約を締結しているとみられるよう










裁判所は､ ｢被相続人の負債､ 病気治療費､ 葬儀費用は､ 法律上､ 法定相続分に応じて分割承継するもので
あり､ 遺産分割の対象となる相続財産を構成しない｣ として､ 法定相続分に応じて分割承継するとした｡
②甲府地判昭和年５月日下民集７巻５号頁 (慣習・条理説､ 喪主負担説)
被相続人Ａは､ 昭和年８月日に勤務中に事故のために死亡した｡ Ａの相続人として､ Ａの妻Ｙ､ その
子Ｂがいる｡ Ａの死亡に伴い､ 国鉄から退職金万	円､ 共済金を５万６千円がＹに対して支給されるこ








場を否定した｡ さらに､ ｢亡Ａの葬式はＹには全然諮ることなくＸが施主となって行つたもので､ 従て香典等















遺産分割事件において､ 相続人の一人が葬式費用を支出したが､ 裁判所は､ ｢葬式は相続人のうち何人がし
なければならないとの定めはないから自ら慣習条理に従うほかなくそのため費用を要したとすれば共同相続
人の全員負担と考えるのが相当 (相続財産からとしても同じこととなろう) である｣ とし､ 本件においては､








のに対して､ 裁判所は､ ｢葬儀費用は､ 本来遺産そのものに属するものとはいえない｣ とした上で､ ｢遺産に
関する費用に当るとしても本件のような普通の相続の場合､ 必ずしも遺産から支払わなければならない性質
のものでなく､ 相続人において負担し､ 支払つてもよいものであり､ 共同相続人において負担する場合は､




の子どもでＡの養子となったＹ２がいる｡ Ａは遺産として不動産の他､ 預金､ 多数の株式を保有していたが､
Ａ死亡後､ ＣがＹ２の後見人となり､ Ａの保有する株式や預金債権の多くを処分していることが判明し､ Ｘは､
Ｙらを相手どり遺産分割の申立を行った｡ ＹらはＡの遺産の処分について葬式等の費用に支出したと主張し
た｡
裁判所は､ ｢費用の負担者が誰であるかについては､ 本件では特別な慣習を見出すことができないから､ 各












男が葬儀主宰者として被相続人の預金を引き出し､ 葬式費用に充当したと主張｡ 裁判所は､ 預金・現金など
から葬式費用を差し引いた上で､ 相続財産を算出した｡
⑫大阪地判昭和年３月日判時号頁 (相続人負担説)























被相続人Ａの相続人には､ ２人の娘ＸとＹがいた｡ 姉であるＸは､ ＹがＡの遺産を管理し勝手に相続財産
の一部を処分したとして､ 遺産の範囲の確定及び遺産分割の審判を申し立てた｡ Ｙは､ Ａの債務として入院
費用､ 葬儀費用等の支出を主張｡
裁判所は､ 葬儀費用等については､ ｢該費用等が相続財産に関する費用に含まれるかについては疑点もある




決に委ねてよい｣ として､ 裁判所は相続財産説に立ちながらも､ 別途､ 相続人間の清算の問題として､ 相続
人の債務として処理している｡
⑯大阪高決昭和年９月７日家月巻６号	頁 (相続人負担説)
被相続人Ａの相続人として妻Ｂのほか､ その子ら４人がいた｡ その後､ Ｂも昭和年１月日に死亡し､
子どもらが相続人となった｡ Ａの遺産としては､ 農地としての不動産があったが､ 後継者である長男Ｙが管
理してきたが､ Ｙが勝手に農地を処分したことから､ 他の兄弟が遺産分割を求めた｡ Ｙは､ 母であるＢの生
活費並びにその葬儀費用を支出したと主張｡ 裁判所は､ これら費用を算定し､ これらを相続人が均等負担す















許容しているものでもない｣ として､ 葬式費用は相続人間の債務であること､ さらに､ 葬式費用の出損は､






相続人としては妻Ｘの他､ 被相続人の母親Ｙがいる｡ Ｘは遺産分割の調停を申し立てるものの､ Ｙが法定
相続分を主張したため､ 審判を申し立てた｡
裁判所は､ Ａの遺産評価において､ ＸがＡ名義の定期預金 (額面万円) を全額引き出し､ 葬儀費用に支







被相続人Ａの相続人には先妻との間の子どもＸの他､ 後妻Ｂとその子どもＣＤＥＦがいた｡ Ｘは､ Ｂらを
相手方として遺産分割を申立てた｡
本件では､ 葬儀費用が､ 直接､ 問題となったわけではないが､ 裁判所は､ ｢遺産分割にあたって問題となる
点につき付言する｣ として､ ｢葬式費用は､ 各相続人がその相続分に応じ当然分割承継して負担すべきもので
あつて､ 本来遺産分割の対象となるものではないし､ また､ 相続人の一人が他の相続人らに代って相続債務
等を立替支出したときは､ 他の相続人に対し求償権を有すること明らかであるが､ それは共同相続人間の債





葬儀費用について､ 裁判所は､ ｢元来葬儀費用は相続財産の負担とするのが相当である｣ として､ 葬儀費用に
費消されていることを追認した｡
長野家審昭和年２月１日家月	巻４号	頁 (相続財産説)
被相続人には相続人として妻Ｘの他､ 被相続人の兄弟姉妹 (その代襲相続人を含め) 名がいる｡ Ｘがこ
れら相続人らを相手に遺産分割を申立てた｡ Ａには複数の不動産名義があったが､ 全体として万円の他､
預金として	万円があった｡ Ｘは､ この預金を全額引き出して､ Ａの葬式費用､ 墓石､ 仏壇等の購入資金と
して全額費消した｡
裁判所は､ ｢葬式費用に支出した分は､ 身分不相応な支出と認められないかぎり､ 相続財産に関する費用と







本件では､ 被相続人の葬儀は､ 社葬として行われており､ 葬式の費用のうち葬儀社への支払分は会社が負











相続人Ａは､ 昭和	年月日に死亡｡ Ａには相続人として後妻のＹ１､ 養子Ｙ２ (Ｙ１の子どもでＡが養子
とした) の他､ 先妻との間の子どもＹ３がいる｡ Ａの兄であるＸがＡの葬儀費用を立て替えたとして､ Ｙらを
相手方として葬儀に要した費用 (万
,円) の支払いを求めた｡
裁判所は､ ｢葬式は､ 死者をとむらうために行われるのであるが､ これを実施､ 挙行するのは､ あくまでも､
死者ではなく､ 遺族等の､ 死者に所縁ある者である｡ したがつて､ 死者が生前に自已の葬式に関する債務を
負担していた等特別な場合は除き､ 葬式費用をもつて､ 相続債務とみることは相当ではない｡ そして､ 必ず
しも､ 相続人が葬式を実施するとは限らないし､ 他の者がその意思により､ 相続人を排除して行うこともあ
る｡ また､ 相続人に葬式を実施する法的義務があるということもできない｡ したがつて､ 葬式を行う者が常
に相続人であるとして､ 他の者が相続人を排除して行った葬式についても､ 相続人であるという理由のみで､
葬式費用は､ 当然に､ 相続人が負担すべきであると解することはできない｡
こうしてみると､ 葬式費用は､ 特段の事情がない限り､ 葬式を実施した者が負担するのが相当であるとい
うべきである｡ そして､ 葬式を実施した者とは､ 葬式を主宰した者､ すなわち､ 一般的には､ 喪主を指すと
いうべきであるが､ 単に､ 遺族等の意向を受けて､ 喪主の席に座つただけの形式的なそれではなく､ 自己の
責任と計算において､ 葬式を準備し､ 手配等して挙行した実質的な葬式主宰者を指すというのが自然であり､
一般の社会観念にも合致するというべきてある｡ したがつて､ 喪主が右のように形式的なものにすぎない場
合は､ 実質的な葬式主宰者が自己の債務として､ 葬式費用を負担するというべきである｣ とした｡
東京家審平成３年月５日家月巻８号頁 (相続財産説)
相続させる旨の遺言の効力をめぐる遺産分割申立事件において､ 被相続人の預金等が解約された点につい




Ａは平成３年月日に死亡｡ Ａの曾孫にあたる､ ＸがＡの養子となっているＹ夫婦に対して､ Ａが死亡
するまでの	年間自己が支出したＡに対する扶養料及びＡの入院費用・葬儀費用の支払いを求めた｡ これに
対して､ Ｙは､ 昭和年にＡの家を出て以降､ Ａとは没交渉であり､ Ａから贈与を受けた不動産についても
返還しており､ 事実上の離縁が成立していると主張｡
裁判所は､ 葬儀費用を誰が負担すべきかという問題について､ ｢一般的に確立された社会通念や法的見解は
未だない｣ とした上で､ ①通常､ 葬儀の主宰者＝喪主 (喪主が形式的なものにすぎない場合は､ 実質的な葬
儀の主宰者) が負担する例が多いこと､ ②労働基準法条､ 国家公務員災害補償法条が葬祭を行う者に対
して葬祭料を支払っていること､ ③香典も､ 喪主が取得するのが通常であること､ ④被相続人の葬式費用に
ついては､ 相続税法条１項２号により､ これを負担した相続人の相続財産の価額からの控除が認められて
いることなどを理由にしながらも､ 結局､ ｢当該地域や親族間の慣習を考慮して､ 条理に照して判断するほか
ないと思われるが､ いずれにせよ､ 単に被葬者の扶養義務者であったことや最も親等の近い血族であったこ
とだけで､ 葬儀費用の負担者とされることは通常ないと思われるし､ そうすることが合理的であるという理
由も見当たらない｣ として､ 必ずしも相続人が葬式費用を負担するわけではないとして､ 喪主が負担すべき




たこと､ 養子が家を出る際に､ 一切無関係との約束をする代わりに､ 被相続人から贈与を受けた不動産を返
還している事実なども考慮されている｡
神戸家審平成年４月日家月巻号頁 (喪主負担説)
被相続人Ａは平成２年２月日に死亡し､ 相続人として再婚した妻Ｙ１と養子Ｙ２ (Ｙ１の実子) の他､ 先妻
との間の子どもＸ､ Ｃの４名がいた｡
Ｘは､ ①Ｙ１が受領した保険金万円が特別受益にあたること､ ②Ａの遺した現金万円をＹ１がＡの葬












条１号の ｢相続財産の処分｣ に当たるとは断定できないとして､ 単純承認を認めた原審判を取
消し､ 抗告人らの相続放棄の申述を受理した｡
津地判平成年７月日 (判例番号		) (慣習・条理説､ 喪主負担説)
孫Ｘが母方の祖母Ｂを引き取り扶養介護を行っていたが､ 祖母が死亡したため､ 相続人である子どもらＹ
に対して葬儀費用の求償を求めた事案で､ 裁判所は､ Ｙらが ｢条理上､ Ｂの葬儀費用等を分担すべき義務が













たとを問わないから､ 葬儀社のみならず､ 葬儀社に費用を立替払した者も､ 債権者としてこの先取特権を有
すると解される｣ として､ ｢Ｘは､ 自ら喪主として葬儀社との間で亡Ａの葬式に関する契約を締結して､ その
費用につき自己の債務として上記費用を支払った者であるから､ 葬儀社に費用を立替払した者でない｣｡
また､ 
条１項の ｢債務者｣ とは ｢死者自身を指すものと解されているところ､ 葬式費用の債権者は､ 本
来的には葬儀社であって､ ｢債務者｣ の総財産である遺産の上に相当額について先取特権を有することになる














(１) ＮＨＫ無縁社会プロジェクト 『無縁社会』 (文芸春秋社､ 年)
(２) なお､ 民法	条に祭祀承継に関する規定が存在するが､ この葬儀・埋葬義務と祭祀の負担は別で






(３) 三ケ月章 ｢『任意競売』 概念の終焉｣ 『民事訴訟法研究第７巻』 (有斐閣､ 	年) 頁､ 尾崎三芳
｢先取特権制度の再検討１｣ 法時巻３号
頁注５ (年)､ 山崎寛 ｢―般先取特権の機能・
現状・問題点｣ 米倉明他編 『金融担保法講座Ⅳ巻』 (筑摩書房､ 年) 	頁参照｡
(４) 本件評釈として､ 大山和寿 ｢批判｣ 青山法学論集巻１号	頁 (年)､ 判例タイムズ号	
頁 [民事執行判例・実務フロンティア年版]) がある｡
(５) 喪主とは､ 葬式の主宰者とされ､ 一般に相続人のうちの一人が行うことが多いとされる｡ また､ 相
続人以外の親族として､ 被相続人の父親や兄が主宰者となることもある｡ 結局､ 死者の親族関係及び
生活関係から､ 葬式の主宰者が決ることになり､ 相続人として長年別居している妻がいるが､ 長年同
居している内縁の妻が主宰者となること､ 遠隔地の出稼先で死亡したため死者の雇用者が主宰者とな
ることもあるとされる (｢葬式費用と香典｣ 梶村太市＝雨宮則夫編 『遺産分割 現代裁判法体系』
(新日本法規出版､ 年) [橋本昇二] 	頁参照｡ さらには､ 近年では､ 生前に死後の事務委任を
第三者に委ねる場合や後見人が葬式の主宰者となる状況もみられ､ 第三者が喪主となるケースが増加
しているようである (松川正毅編 『成年後見における死後の事務』 (日本加除出版､ 年) [田尻世
津子] 頁以下｡
(６) 葬儀全般の流れについては､ 橋本・前掲注 (５) ｢葬式費用と香典｣ 	頁以下参照｡
(７) 葬式費用については､ 全葬連のホームページ並びに横浜市消費生活総合センター ｢よこはまくらし
の情報号｣ (	年３・４月号) 参照｡
(８) 一方､ 事例は､ 寺への布施回向料､ 会葬者に対する挨拶状の印刷代､ 墓石の設置費用のほか､ 会
葬者への接待費用､ 墓地永代使用料について､ 相続財産の負担となるとした｡
(９) 『法典調査会民法議事速記録 第回議事速記 (日本近代立法資料叢書２)』 (商事法務研究会､ 
年) 頁｡
() 橋本・前掲注 (５) ｢葬式費用と香典｣ 	頁｡ 一方､ ｢棺柩､ その他葬具・葬式場設営・読経・火
葬の費用､ 人夫の給料､ 墓地の代価､ 墓標の費用等を含む｣ として墓地の購入も認める見解もある
(林良平編 『注釈民法 ()』 (有斐閣､ 年) [甲斐道太郎] 頁)｡
() 大山・前掲注 (４) 頁以下参照｡
() 葬式費用とは､ ｢埋葬､ 火葬､ 納骨などに要した費用を指し､ これに関連する香典返礼費､ 墓碑墓
地の買入および墓地の借入料､ 法会に要する費用､ 医学上､ 裁判上などの特別な処置に要した費用な
ども含まれる｣ として広範に解する立場もある (浪川正己・別ジュリ	号
頁)｡ 葬式費用に法要代
を含めないとするものとして､ 梅 『民法要義巻之二』 (有斐閣､ 




論 第２巻』 (有斐閣､ 年) 頁､ 勝本正晃 『担保物権法』 (有斐閣､ ) 頁､ 甲斐・前掲・
注 () 『注釈民法 ()』 	頁､ 橋本判事は ｢新盆の法要､ 一周忌､ 三周忌などの年忌法要について
は､ 祭祀主宰者の負担する費用であることは､ 社会通念上も､ 学説上も､ 特に異論がないようである｣
とされる (橋本・前掲注 (５) ｢葬式費用と香典｣ 
頁)｡ しかし､ 近年では祭祀財産の承継を予定
しない個人墓などもみられ､ 永代供養料として一括して払われる場合もあり､ 従来の葬式費用の範疇
ではとらえきれないものもある (井上治代 ｢これだけあるお葬式のかたち｣ 『家庭を守る』 文藝春秋
号 (年) 頁以下参照｡
() 甲斐・前掲注 () 『注釈民法 ()』 	頁｡
() 現在の通説的見解であると思われる｡ たとえば､ 平野裕之 『民法総合３』 (信山社､ 年) 頁｡
一方､ 葬式を営んだ者への先取特権を認める見解とては､ 道垣内弘人 『担保物権法 [２版]』 (有斐閣､
	年) 	頁､ 加賀山茂 『現代民法担保法』 (信山社､ 年) 頁がある｡
(	) 銀行などでは､ その性質上､ 便宜的に葬式費用の支払がなされているようである (色摩和夫 『葬式
費用の便宜支払』 手形研究号頁以下など)｡
() また､ この問題は､ 葬式の程度の問題とも関係してくると思われる｡ 葬式費用は､ 死者の社会的地
位・財産状態・地方慣習等を斟酌して死者の ｢身分｣ に相応したものでなげればならないとされてい
る｡ 平成年判決でも ｢死者の社会的経済的地位にふさわしい葬式｣ が基準とされている｡ しかし､
平成年判決のいう ｢喪主自身｣ の葬式の場合､ 喪主が契約当事者で喪主がその費用を負担する以上､
｢喪主の社会的経済的地位にふさわしい葬式｣ となるのではなかろうか｡ もっとも､ ｢死者の人間性を
も尊重する｣ ということで､ 喪主といえども一定の制約は課されることになろうか｡
(
) 甲斐・前掲注 () 『注釈民法 ()』 	頁
() 民法議事速記録・前掲注 (９) ､ 頁
() 民法議事速記録・前掲注 (９) 
頁
() 民法議事速記録・前掲注 (９) 頁
() 民法議事速記録・前掲注 (９) 頁
() 民法議事速記録・前掲注 (９) 頁
() 民法議事速記録・前掲注 (９) 頁
() もっとも穂積委員は､ ｢同居していなくても自分はこれに扶養の義務がある｡ 親族の埋葬費用とい
うものはその人が受け持つのが当然である｡ その人が埋葬すればこれに関する費用はやっぱり先取特
権を与えてよろしかろう｣ として､ 親族への先取特権を認めている (民法議事速記録・前掲注 (９)
頁)｡




() 松倉耕作 ｢判批｣ 別ジュリ号頁 (年)
(
) 喪主負担説として､ 中川善之助編 『注釈民法 ()』 (有斐閣､ 
年) 頁 [泉久雄]､ 中川善之
助＝泉久雄編 『新版注釈民法 ()』 (有斐閣､ 年) 	頁 [泉久雄]､ 遠藤浩 ｢相続財産の範囲｣




) 『新版注釈民法 ()』 	頁｡









() 大山・前掲注 (４) 頁によれば､ 健康保険の場合には５万程度とされている｡
() 橋本・前掲注 (５) ｢葬式費用と香典｣ 頁｡
() 野田愛子 『遺産分割の実証的研究』 (司法研修所､ 	年) 頁｡
(
) 高橋朋子 ｢批判｣ 判タ	号頁｡




合には､ 該清算を､ 分割の対象から除外し､ 通常の相続債務に準じ共同相続人間の債権・債務の清算
の問題として別途の解決に委ねてよい｣ として､ 便宜上､ 相続人負担説をとるケースがあることを示
唆する｡





しかし､ 葬儀費用は被相続人死亡後に生じる債務である以上､ その性質からして､ いかに相続債務と
構成するのかという理論上の問題がある｡
() 相続財産負担説として､ 近藤英吉 『相続法論下』 (弘文堂書房､ 年) 
頁､ 我妻＝立石 『親族
法・相続法』 (日本評論社､ 年) 
頁､ 我妻栄＝唄孝一 『相続法 (判例コンメンタール)』 (日本
評論社､ 		年) 頁､ 柚木馨 『判例相続法論』 (有斐閣､ 年) 頁､ 中川善之助監修 『註解相
続法』 (法文社､ 年) 頁 [山畠正男執筆部分]､ 中川善之助編 『註釈相続法上』 (有斐閣､ 

年) 四二頁 [於保不二雄]､ 中川＝泉 『相続法』 (有斐閣､ 
年) 
頁､ 中川淳 『相続法逐条解説
(上)』 (日本加除出版､ 年) 
頁､ 市川四郎＝野田愛子編 『相続の法律相談』 有斐閣､ 年)
頁 [日野原昌]､ 松川正毅 ｢葬式費用の負担に関する事件｣ 愛知学院大学宗教法制研究所 (年)

号１頁｡
() 慣習・条理説としては､ 石川利夫 ｢葬式費用｣ 判タ	号頁 (年)､ 島田充子 ｢批判｣ 判タ
号
頁 (	年) 参照｡
() 石川利夫 ｢葬式費用｣ 判タ	号頁参照｡
(








) 葬式費用の相当性については､ 被相続人の生前の生活状況､ 財産状況､ さらにはその債務が他の債
権者を不当に害することなく､ その債務を支払うことができる財産状況にあることが考慮される (



















) たとえば､ 葬儀費用が第１順位とされている州もある (アラスカ州､ カンザス州､ ニュージャージー











































) ニューヨーク州の遺言検認手続法条項によれば､ 葬儀費用には､ 礼拝その他埋葬あるいはそ
の他遺体の措置に必要不可欠な部分としての儀式､ 墓地の区画代金､ 記念碑的なもの､ 被相続人の墓





) この埋葬義務は､ 埋葬の権利が付与される者に課されるとも言われており､ 義務であると同時に権
利でもあると構成されている｡ これは､ わが国と異なり､ アメリカ法においては､ 遺体の権利性が否
定され､ 歴史的には､ 遺体に対する権利侵害に対抗する形で､ 展開されてきた (詳細については､ 丸











第３順位 被相続人には配偶者いなかったが､ 親族がある場合､ 被相続人と最も親等の近い親族
(() 但し､ その者は成年者であり､ 葬儀費用を支払う資力を有していること｡





























を負う債務とされていた｡ 現代の検認手続においては､ 葬儀費用は､ 厳密に言えば､ 遺産管理費用で
はないが､ 相続財産の債務として位置付けられている｡ すなわち､ その債務に基づいて､ 遺産管理手
続の中で､ 支払判決を得るため代理人である遺言執行者に対して訴訟提起をすることになる｡ 別の判
例では､ 葬儀費用の債権は､ 被相続人の債務ではないが､ 特別な状況の必要性から法が相続財産に課
した負担であるとしている｡ 理論とは関係なく､ 裁判所は､ たとえその費用が遺産管理人によって承
認されたものではなかったとしても､ 相続財産に対する適切な負担として相当な葬儀費用を認めてき
た｡ 法は､ 被相続人死亡後の遺産管理人の指名の前に生じる葬儀費用の支払を合理的なものとして相
続財産を担保として供している｣｡ したがって､ 判例には､ ２つの方向があるとする｡ その１つは､









() ()  "#$	 この事件は､ 妻と別居して暮らし
ていた被相続人の母親が葬儀費用を支出し､ その費用の求償を求めた事件で､ 妻は､ その母親がボラ
ンティアであるとして支払いを拒否したが､ 裁判所は､ 被相続人の母親は自発的支払者でも干渉者
(%) でもないとして､ 代位弁済の法理 によって求償権が認められた｡







() ( () 34  	
() 	*1	3	
	  ().'*% 	(5(
6%,-,'		"()	では､ 主教の葬儀費用を契約者に求め
た事案｡ 被相続人の財産から支出することを求めたが､ 被相続人の葬儀費用の責任は､ その遺産や最
近親者に限定されるものではなく､ 契約によって責任を負った特殊な地位にある者 ((
+) にも負担させることができるとした｡
() 2*7	,2**(12	 3	4		(8		 ) では､
ユダヤ教の信者である夫婦が隣の住人が死亡し､ 身寄りがない者であると思い､ 葬儀全般の面倒をみ
たとことろ､ 後日､ その隣人の兄が現れたため､ 葬儀費用を求償したという事件で､ まず､ 葬儀費用
は被相続人の遺産から拠出されなければならないとされ､ 葬儀費用を配偶者や親に請求する社会サー
ビス法がニューヨク州にはあるが､ これは兄弟にてきようされるものではなく､ また私人間にてきよ
うされるものではないとして､ 結局､ その兄弟に葬儀費用を求める法準則はないと判断した｡ さらに
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() 岩上＝鈴木＝森編著 『いまこの日本の家族』 (弘文堂､ 年) [森謙二] 頁参照｡
() なお､ 近藤英吉博士は､ ｢埋葬の権利義務は､ 所謂喪主に属し､ 必ずしも喪主と相続人とは一致す
るものではないが…､ 埋葬の義務は､ 当然には埋葬費用の負担義務を包含しない｡ 何人が埋葬費用を
負担すべきかについては､ 吾民法に何等の規定も存しないが､ 埋葬が死者の事務執行である限り､ 死
者自身の財産即ち遺産より､ この費用が支出せらるべきことは事理の当然であり､ 遺産より支出し得
ない場合には…､ 死者に対する扶養義務者の負担となるものと見るべきである｡ 故に限定承認をなし
た相続人と雖も､ 被相続人の死亡当時扶養義務を負担してゐたときは､ その固有財産を以て､ 該費用
の弁済の責に任じなければならぬ｣ (近藤・前掲注 () 『相続法論下』 頁) として､ 埋葬義務と
費用負担の問題は別のものであると認識されていた｡
() 松川・前掲注 () ｢葬式費用の負担に関する事件｣ ６頁｡ この相続財産に関する費用の特質につ
いて､ ①被相続人の債務ではない｡ 相続債務とは異なる､ ②被相続人が契約当事者ではない､ ③本人
死亡後に発生する費用であるとされる｡
() 松川教授は､ ｢相続財産に関する費用を相続人が契約した場合､ 本来ならば契約締結者が責任を負
うべきである｡ しかし民法条の規定はこのような場合､ 特別に相続財産に負担させることができ
る旨を定めたもの｣ (松川・前掲注 () ｢葬式費用の負担に関する事件｣ ７頁) とされている｡
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